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1--------はじめに

2005年10月の高齢者居住法施行規則の一部改

正により、同年12月から「高齢者専用賃貸住宅

（高専賃）」の登録制度が開始された。高専賃は

高齢期の住まいの一つとして注目度が高く、単

なる賃貸住宅と異なり高齢者専用であり、建物

もバリアフリー化されたり、高齢者向けの様々

なサービスを付加している物件も多く、中長期

的な登録件数の推移が注目される。

過去、一般の市民が高齢期の住まいとして思

い浮かぶのは自宅か、老人ホームくらいしか無

かった。近年では介護保険施設や介護サービス

が受けられる介護付有料老人ホームも加わっ

た。このような状況があるにしても特に賃貸住

宅に住む高齢者にとっては、将来的な住まいの

確保は大きな不安材料のままで残されている。

高齢化が急激に進行する環境下で、今の住まい

と、やがて入所するかも知れない介護施設等と

の隙間を埋める多数の住まいの選択肢の構築

は、今後さらに重要性を増す。

ここでは、前半で最近のデータを使って、高

専賃の姿を確認したい。次にそれらを踏まえな

がら高齢者の目線で高専賃を含めた現在の高齢

期の住まいを概観し、高専賃を中心に高齢者向

けの住宅について検討し、早めの住み替えなど

について検討を加えてみたい。

2--------高齢者世帯の増加と住宅ニーズ

1―高齢化と高齢世帯の家族形態の変化

高齢者人口は「団塊の世代」がすべて65歳以

上の前期高齢者となる2015年、さらに後期高齢

者となる2025年にかけて増加を続ける。高齢化

率は2015年の26.9％から2025年には30.5％へ上

昇する。この高齢化の進行は、高齢期の住まい

にも様々な影響を及ぼす。一般住宅の老朽化、

段差や階段といった構造面が、加齢が進む高齢

者の生活に適さないといった状況が今以上に顕

在化してこよう。（図表－1）
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［図表－1］高齢者人口の推移
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高齢者世帯を家族形態別に比較すると、2015

年から2025年にかけて「夫婦のみ」の世帯割合

は横ばいながら、「単身世帯」の割合が11.1％

から13.5％へ増加する。この高齢者の単身世帯

の増加もあって、2030年には全世帯の39.0％が

高齢者世帯となる推計である。今後、特に高齢

の単身者の住まいの充足は重要な課題となって

くる。（図表－2）



ニッセイ基礎研 REPORT September 2008―15

2―高齢者の住宅の種類と高専賃の登録制度

現在の高齢者は持ち家比率が8割以上と高い。

しかし、大都市部のおよそ2割、さらに家族形

態別で見ると単身者世帯では4割近くが借家で

ある。従前より高齢者であるとの理由で入居が

難しい賃貸住宅も多く、賃貸に住む高齢者にと

って住まいの問題は大きな不安のひとつであっ

た。（図表－3）

しかし、「高齢者の居住の安定確保に関する

法律（平成13年公布）」(以降、高齢者居住法)

により高齢者円滑入居賃貸住宅（高円賃）、高

齢者向け優良賃貸住宅（高優賃）、さらに2005

年より高専賃の登録制度が開始され、高齢者に

とっても安心して居住することが可能な住宅制

度が充実されてきた。

3--------高専賃の概要と最近の動向

1―高専賃の概要

高専賃とは図表－4の概念図のとおり、高円

賃という「高齢者の入居を拒否しない住宅」に

含まれ、その中でも「専ら高齢者に賃貸する住

宅」をさしている。さらに高優賃には高齢者向

けの様々な整備基準等が設けられており、都道

府県知事への届出、登録が必要である。

それぞれ根拠法は高齢者居住法であり、登録

された物件については様々な情報が公開される。

（資料）国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来
推計（平成20年3月推計）全国推計」（出生中位・死亡
中位仮定による推計結果）より作成

［図表－2］全世帯数と高齢者の家族形態別世帯割
合の推移
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（注）全国の60歳以上の男女（1,886名）を対象とした調査結果
（資料）総理府「高齢者の住宅と生活環境に関する意識調査

（平成17年度）」より作成

［図表－3］60歳以上の住宅の種類
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（資料）財団法人 高齢者住宅財団の資料より作成

［図表－4］高円賃・高専賃・高優賃の概念図

高齢者向け優良  
賃貸住宅（高優賃）  

高齢者専用  
賃貸住宅  
（高専賃）  

高齢者円滑  
入居賃貸住宅  
（高円賃）  
◎高齢者の入居を拒 
否しない住宅  

◎登録により、住宅の 
概要を情報提供  

◎家賃債務保証制度 
が利用可能  

◎専ら高齢者に賃 
貸する住宅  

◎より詳細な情報 
提供  

◎バリアフリーや入 
居要件等が設定 

◎建設費等に助成  

地域優良賃貸  
住宅（高齢者型） 
　　 として補助 

 

2001年8月より 
【管理実績】 
26,466戸（H18年度末） 

2005年12月より 
【登録実績】 
18,794戸(H20.3末)

2001年8月より 
【登録実績】 
125,592戸(H20.3末)

高専賃は、2005年10月公布の「高齢者の居住の

安定確保に関する法律施行規則の一部改正」に

より、専ら高齢者を賃借人とする住宅に係る登

録事項などが追加され2005年12月より登録事業が

開始された。全国の都道府県の担当課や指定登

録機関に登録申請することにより認可される。

登録された物件の情報は一般に公開され、前

述の都道府県の登録窓口で閲覧できるほか、（財）

高齢者住宅財団のホームページで全国の登録物

件を検索することができる。

高専賃には、バリアフリーに対応している物
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件もあれば、築年数の古い物件の登録もある。

また、サービスの提供はない高専賃もあれば、

緊急時対応や安否確認のみを行う高専賃もある。

このように高専賃の登録物件といっても建物や

居室の状況、さらにサービスの提供はまちまち

である。これらの点は次頁で確認をしたい。

また、高専賃の中には、図表－5にある一定

の要件を満たし都道府県知事に届け出た適合高

専賃がある。この適合高専賃は特定施設入所者

生活介護の対象となりえるが、現状では「総量

規制」の影響を受けることになる。

これら、高円賃、高専賃、高優賃の特徴につ

いては、概略の内容を示す。（図表－6）

（注）①は高齢者居住法や国土交通省令で規定されたもの。
上記の内容を満たし、都道府県知事に届出をしたもの。

（資料）厚生労働省告示第264号（平成18年3月31日）より作成

［図表－5］適合高専賃に必要な要件

①高齢者専用賃貸住宅であること。 
②各戸の床面積が25㎡（居間、食堂、台所その他の部
分が、共同利用するため十分な面積を有する場合は
18㎡）以上であること。 

③原則として、各戸に台所、水洗便所、収納設備、洗面
設備及び浴室を備えたものであること。（ただし、共
用部分において、共同で利用する適切な台所、収納
設備、浴室を備えている場合は、各戸に備えなくて
もよい） 

④前払家賃に対する保全措置が講じられていること。 
⑤入浴、排せつ若しくは食事の介護、食事の提供、洗
濯、掃除等の家事又は健康管理をする事業を行う賃
貸住宅であること。 

（注）斜線部分は特に定めがない（適合高専賃は図表－5の基準を参照）
表内の項目・内容は概略であり、このほかにも詳細な基準や規定、助成制度などがあり、下記ホームページ内資料等を参照のこと。

（資料）財団法人 高齢者住宅財団のホームページ（http://www.senpis-koujuuzai.jp/）内の各種資料を基に作成

［図表－6］高円賃・高専賃・高優賃の概略

高齢者円滑入居賃貸住宅  
（高円賃）  

高齢者専用賃貸住宅  
（高専賃）  高齢者向け優良賃貸住宅  

（高優賃）  
戸数  5戸以上  

規模  

構造  
原則として耐火構造または準耐 
火構造。  

設備  

原則として各戸に台所、水洗便 
所、収納設備、洗面設備及び浴 
室を備えたもの。 （台所､収納設 
備､浴室は共同設備でも可能な 
場合あり）  

整 
 備 
 基 
 準 

住戸内基準 

（適合高専賃は図表－5参照） 

高齢者の身体機能の低下に対応 
した構造及び設備。 

家賃補助 なし なし 条件に応じてあり（都道府県ごと） 
家賃債務保証制度 あり あり あり 

入居対象者 /入居 
者資格 

事業者の判断（高齢者以 
外の入居も可能） 

高齢者単身・夫婦世帯など 
専ら高齢者世帯 

備考 － 

25㎡/戸以上（居間、食堂、台所、 
浴室等、高齢者が共同して使用す 
るために十分な面積を有する場合 
は18㎡以上） 

・60歳以上（助成を受ける場合 
　は所得制限あり） 
・単身者であるか、同居は配偶 
　者または60歳以上の親族 

・募集は公募が原則 
・整備に関する各種助成あり 
・平成20年度からは地域優良賃 
　貸住宅（高齢者型）として補助 

適合高専賃は、 
・有料老人ホームとしての 
　届出が不要となる（注1） 
・介護保険上の特定施設入 
　居者生活介護の対象とな 
　りえる 
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2―高専賃の近年の状況

以下では、特に高専賃を中心にその現状を国

土交通省作成、発表の資料を基に、内容を概観

してみたい。

単年度ごとの高円賃、高専賃の登録戸数推移

は図表－7のとおりである。件数は順調に拡大

している。前述のとおり高専賃の登録制度の開

始は2005年12月からであり、まだ2年半しか経

過していない。今後の高齢化率の上昇から、高

専賃など高齢者向け住宅需要は順調な拡大が予

想される。これら高円賃、高専賃の登録数は

日々、増加している。今後、本番を迎える超高

齢社会において良質な高専賃等の増加が期待さ

れる。

図表－8は7月10日時点での都道府県別の高専

賃の累計登録戸数である。戸数は人口の集中度

の点から大都市圏で高くなる傾向が窺える。

図表－9は地域別にみた累計登録状況である

が、人口集中地域で賃貸住宅の需要は高く、関

東や近畿での登録件数および戸数が多い。グラ

フ内の四角枠内数値は各地域の1件当たりの平均

戸数であるが、総じて20～25戸の地域が大半で

ある。

（注）（ ）内の高専賃の登録戸数は高円賃の登録戸数のうち数
2007（平成19）年度までの高円賃の累計件数は8,938（う
ち高専賃783）件、累計戸数は高円賃が125,592（うち高専
賃18,794）戸となっている。

（資料）財団法人高齢者住宅財団ホームページのデータより作成

［図表－7］高円賃（うち高専賃）の単年度登録戸数
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（資料）財団法人 高齢者住宅財団「高齢者住宅担当者研修会

テキスト（平成20年度版）」より作成

［図表－9］高専賃の地域別登録状況（構成比）
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次に図表－10の登録物件の建設年次をみる

と、1970年以前の物件もあるが、2000年以降が

全体の約8割以上を占めている。2005年以降の

物件数の割合が大幅に増えているのは高専賃の

登録制度開始によるものであろう。

（資料）財団法人高齢者住宅財団ホームページのデータより作成
（平成20年7月10日時点）

［図表－8］都道府県別の高専賃（高優賃含む）の
累計戸数
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高齢者が安心して住める対応としてバリアフ

リー化は重要である。段差で躓いて骨折するな

どの怪我は自立の状況から介護の必要性を招

く。近年、一般の住宅でもバリアフリー化は多
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図表－12の高専賃の月額家賃及び共益費で、

1件の登録にある複数戸数の賃貸居室のうち最

も安い価格で集計されたデータを見ると、家賃

は6～8万円の価格帯が最も多くなっている。高

い家賃は高齢者に敬遠される可能性もあり、10

万円以上も1割強あるが、全体的に賃貸料は抑

えられているのではないであろうか。家賃の安

い物件は築年数がかなり古いか居室面積がかな

り狭い可能性があろう。言うまでもなく、各種

のサービス料金は別途必要である。

（資料）前に同じ

［図表－11］居室面積の分布（最低値の集計）
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なお、図表は2008年3月末時点の集計結果で

あり、2009年の数値は開設が確実と思われる予

定物件の登録によるものである。

次に図表－11の居室面積の分布を見ると、

「18㎡～25㎡未満」の物件が33.7％を占め最も

多い。この理由には高齢者向けに家賃を抑える

点から、さらに適合高専賃の登録では共同の居

間、食堂等々がある場合は基準の25㎡以上でな

く18㎡以上が認められる点などがあろう。

（資料）前に同じ

［図表－13］敷金以外の一時金
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敷金以外に一時金が必要な物件もある。図

表－13では敷金以外の一時金を集計したもので

あるが、全体件数の約55％の物件に一時金はな

い。また、一時金を徴収している物件の8割強

は100万円未満である。

（資料）前に同じ

［図表－14］高専賃のバリアフリーの対応
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（資料）前に同じ

［図表－10］登録物件の建設年の分布
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（資料）前に同じ

［図表－12］月額家賃及び共益費の分布（最低値の
集計）
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（資料）前に同じ

［図表－15］高専賃の各種サービスの有無
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（資料）前に同じ

［図表－16］登録事業者の組織形態
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数取り入れられているが、高専賃では全戸にバ

リアフリーの対応が有る物件の割合が高い（図

表－14）。

高専賃では、食事を初めとする各種サービス

を提供する物件（注2）も多い。図表－15を見ると

「緊急時対応安否確認」は8割を超えるが、「入

浴・排泄等」はまだ半数以下である。とはいえ、

概ね単身で食事への対応に困っている高齢者や

自立はしているがやや体の不自由な高齢者に

（注）上記の「賃貸住宅」は、概ね60歳以上で入居可能であるが、有料老人ホームは各施設にもよる。また、介護保険施設は
要介護認定者が対象であり、主に65歳以上の高齢者が対象である。
備考欄は参考内容であり、住宅や施設には細かな規定や助成策などが多数あるほか、予定の内容もあり確認が必要である。

（資料）複数の文献、複数の公共団体ホームページ等より作成

［図表－17］主な高齢期の住まいの選択肢

分類 備考 
高齢者は持ち家比率高いが、築年数古くリフォーム・建替え需要も  
近年の新築分譲マンションは、バリアフリーへの対応が進んでいる 
高齢者向けサービス内容はまちまち、介護は外部サービス利用 
高齢者の入居を拒まない通常の賃貸住宅で高齢者以外も入居可能 
専ら高齢者向けで提供サービスはまちまち。介護は外部サービスが主 
都道府県知事認定で５戸以上、25㎡以上、設備要件あり。公募 
UR機構、地方公共団体提供の高齢者に適した構造の賃貸集合住宅 
で、安否確認や緊急時対応のサービス等がある。 
食事等のサービス付の高齢者住居で、介護が必要になると退去 
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は、安心して生活を継続できるサービス水準に

あるといえよう。これらの点でも高専賃などの

住宅の充実は重要である。

最後に、図表－16で高専賃の登録事業者の組

織形態をみる。圧倒的に株式会社が多いが、割

合は少ないが社会福祉法人や医療法人の登録も

見られる。長期的な高齢者の介護や医療ニーズ
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への対応や充実といった点で、これら事業者が

提供する高専賃などの高齢者住宅事業への展開

も注視が必要であろう。高専賃に入居を検討す

る際に、医療ニーズの高い高齢者にとっては有

力な選択肢の一つであるかもしれない。

以上、高専賃の現状を概観したが、高専賃の

登録開始により、「高齢期の住まい」はバリエ

ーションが増した。（図表－17）ただ、以上見

てきたように高専賃でも住戸設備やバリアフリ

ーなどの高齢者対応の仕様には定めがない。こ

のため、高専賃への入居を検討する高齢者は、

事前に情報を十分に集め、最終的には候補物件

を直接訪れ、様々な条件を確認することが重要

である。

登録された高専賃などの物件情報は、（財）

高齢者住宅財団のホームページに集積され公開

されている。また、ホームページ内にある検索

システムで、全国の都道府県ごとに物件内容に

ついて一定の条件設定をして、希望条件の高専

賃の詳細情報を探すことができる。高齢者でも

インターネットを見ることが可能な人であれ

ば、簡単な操作で自身にあった候補物件を検索

することができる。

4--------高専賃の有効活用に向けて

1―早目の住み替えの検討

高専賃は、賃貸住宅であり賃料の支払能力が

前提ではあるものの、高齢者専用の賃貸であり、

前章で見てきたとおり、バリアフリーに対応し

た物件の割合は高く、さらに緊急時対応安否確

認などに対応した物件が8割以上もある。通常

の賃貸住宅にくらべ、高齢者が安心して生活が

営める物件が多い。このため、住み替えに際し

ては、比較的元気なうちに早期の住み替えを検

討することが有効であろう。高齢の単身者、夫

婦のみの世帯において、例えば段差に躓いて骨

折をしたため要支援になってからや、ＡＤＬ

（日常生活動作）が低下してからでは、転居に

伴う各種の負荷は、健康な時にくらべて重いも

のとなる。

将来の自身や夫婦での生活についてのライフ

プランやマネープランを十分に検討し、早期の

住み替えの検討を行うことは、高齢期の生活の

充実、また加齢に伴う身体能力の低下といった

不安を緩和し、より活動的な高齢期の生活を充

実させる上で有効であろう。

2―持ち家居住の高齢者にとっての検討価値

高専賃は賃貸住宅に住む高齢者の住み替え対

象としてだけでなく、持ち家の戸建や分譲マン

ションに居住する高齢者や家族にとっても検討

価値があろう。例えば、建築後年数が経過し、

バリアフリーの改修が難しい住宅であったり、

建物の構造上、廊下の幅が狭く将来的な介護な

どに不向きの住宅に住む場合などにも検討の価

値があろう。このほかにも自宅周辺の道路事情

の変化により交通量が増えたり、坂道の多い地

域に立地していたり、日常的な買い物の便がよ

くなかったりと、齢を重ねるにつれて元気な頃

には不便を感じなかったことが、身体状況の変

化で突然困りごとになる可能性は誰にでもあ

る。

このように、持ち家の戸建や分譲マンション

に住む高齢者にとっても、高専賃などへの住み

替えを検討することは、高齢期の生活のあり方

に新たな可能性をもたらしＱＯＬの向上も期待

される。コストはかかるにしても、食事やその

他のサービスの充実した高専賃であれば、要支

援や軽度要介護の高齢者の生活も可能である。

3―さらなる充実が期待される活用情報

高齢の単身者や夫婦が、要介護の状態になっ

てからの住み替えは容易でないことは想像に難
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くない。加齢の進む高齢者にとって、新たな高

齢期の住まいの選択肢として登場した高専賃な

どで、今後どのような在宅の各種サービスを受

けることができるようになるのかは、高専賃選

択の重要なポイントとなろう。また、各種の居

宅介護サービスを使うにしても、将来的に訪問

診療を受けるにしても高専賃などが立地する地

域にそれら介護や医療を提供する環境が少なけ

れば、高齢期の健康に対する不安の低減は難し

い。

前述の高専賃の情報検索による提供情報の中

にも任意で「最寄りの公益施設の状況」の詳細

な内容が記載された物件情報もある。しかし最

寄り駅など交通機関だけの内容も多く、住宅の

近隣にある病院や高齢者施設の情報、さらに事

業者と連携関係にある病院や施設等、高齢者の

生活を支えるインフラ情報など、建物や設備の

ハードの情報とともに生活のための地域情報の

さらなる充実が、入居を検討する高齢者にとっ

て役立つ情報であり、一層の充実が期待される。

5--------おわりに

過去は自宅か老人ホームというのが、一般の

市民が思い浮かべる高齢期の住まいの通り相場

であった。特に築年数の古い自宅での老後とな

れば、バリアフリーとは無縁の構造である可能

性も高く、住みにくいことこのうえなかろう。

近年は入所待機者が多く、思い立ったからと

いって、簡単に入居できない事情はあるものの

介護保険施設等や介護付有料老人ホームなどを

住まいとして思い浮かべる人も多くなっていよ

う。

さらに、ここに来て、高専賃などの高齢者住宅

の環境が急速に整ってきたことで、自宅と有料老

人ホームや介護保険施設等との間に、新たな高

齢期の住まいの選択肢が拡充されてきている。

高専賃は登録制度が開始され、まだ年数も浅

い。今後の「高齢期の住まい」としてさらにど

のような姿に発展していくのか、どのように高

齢者にとって安心な住まいとなっていくのか注

視しつつ、新たな有効活用の道を考える余地は

大きい。

（参考資料）
1.財団法人 高齢者住宅財団のホームページ内の各種資
料・データ（http://www.senpis-koujuuzai.jp/）

2.「高齢者住宅担当者研究会テキスト」財団法人 高齢
者住宅財団の平成18～20年度版

3.「高齢者専用賃貸住宅の手引き」高齢者専用賃貸住宅
研究会編著、大成出版社、2007.12
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（注1）高専賃でも、①入浴、排泄若しくは食事の介護、②食事
の提供、③洗濯・掃除等の家事、④健康管理のいずれか
のサービス提供を行う場合は有料老人ホームに該当し、
届出が必要となる。図表－5にある適合高専賃の要件を
満たし、適合高専賃の届出をした場合、有料老人ホーム
としての届出が不要となる。

（注2）各種サービスを提供する場合は上記（注1）のとおりで
ある。また、高専賃として登録されていないが専ら高齢
者を対象としている賃貸住宅でも上記の①から④のいず
れかのサービスの提供がある場合は、有料老人ホームに
該当し、都道府県への届出が必要となる。


